
イギリスにおける教育経営研究・教育の動向

ーその i 大学における教育・研修と「教育組織と経営j ゼミー

東京電機大学小松 1~1) 夫

1.本稿の意図と方法

本稿は，近年のイギリスにおける教育経営の研究動向を知る iつの手がかりとして，筆者が j年

間(1986.9. 13~1987. 9.12)の在外研修期間中に参加することのできた，バーミンガム大学教育学部

の教育社会・行政学科 (l]EUNIVERSITY OF BIRMIN印刷， FACULTY OF EDむCATION，DEPARTMENT OF 

SOCIAL AND ADMI引STRATIVESTUDIES IN EDUCATION)で:の教育研究動向を題材として，いくつかの

研究題材を解題しようとするものである。ここでは，詳細な課題の追求については別の機会に譲る

こととして，ある lつの大学の学部や大学院の教育がどのようなプログラムのもとに実施されてい

るのかを示すことによって，ある種の研究的課題の動向を知ろうとするのを目的とする。

考えてみれば，わが国にも多くの教育行政，学校経営，教育経営といった講義やゼミナールが存

在しているはずである。筆者自身もそうした講義に関連する教科書的な審物の一部を執筆する機会

を持ったこともあるが，それぞれの分野で確屈とした内容や領域についての基準が存在しているわ

けではないことは，すでに周知の事実である。イギリスにおいてもそうした条件は大差ないといっ

てさしっかえなかろう。しかしこの国では，大学を含む極めてドラスチックな教育改革の流れが

観察されている。その改革は制度の改革にとどまらない，というより，教育の内容や方法において

変化がみられなければ，本来の意味での教育改革とは言い難い。

大学のスタッフとの会話の中で， FDという言葉を何回か耳にした。 FDとはFacultyDevelopment 

ということで，いわば大学内での自己革新の活動といえるだろう。ますます厳しくなる大学への批

判の声に対し大学人自身があらゆる面で，これまでの大学の教育・研究の実態を総点検しそう

した大学の責任(Accountability)追及に十分対応していこうとする姿勢と理解することができる。

一部の報道によれば，すでにイギリスでは，大学の幹部教員たちに対する大学経営の研修コース

が始まっているそうである。日本でも，旧態依然たる「大学の自治」や「学問の自由J論だけから

の大学改革論，あるいは，教育を軽視し研究偏重の大学「教育j をこのまま継続していくような

らば，いつの日か，大学は社会から見離されるであろう。私は，こうした理念が重要でないという

主張をしているのではない。より社会と時代にあった理念の実質化を図弘組織の発展を推進しな

ければならない，と思うのである。そのような意味からしでも，本稿で紹介し検討する内容は，

最終的には，我々の大学の教育改革ヘと結び、つくものでなければならないであろう。一方的な過大
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評価や非難@批判，あるいは思いあがりや極端に自分たちの状況を過小評価する態度は，研究的な

姿勢としては，最も警戒すべきものといわなければならない。

具体的資料としては，バーミンガム大学の大学案内，同じく教育学部の案内，そして教育社会@

行政学科での講義概要および配付された諸資料である。主なものを次に提示しておく。

① TI旭川IVERSITYOF引RMINGHAM PROSPECTUS OF FIRST DEGREE COURSES 

OCTOBER 1988 ENTRY 

本書はタイトルにも示されたように，学部学生(Undelιraduate)を志願する生徒やその相談にの

る教師，アド、バイザーたちのために編集された， 231ページに及ぶ，非常にカラフルで読みやすい冊

子である。教育学部は，いわゆるPGCE(POSTGRADUATECERTIFICAl、EIN EDUCATION) コースと上級学

位(博士号または修士号)や教職経験者に授与される学士資格BPhi 1 (Ed)の学位に関連したのもの

なかで，主として初等教員を養成するコースは，大学の提携校である教育カレッジ(教育大学)の

ニューマン・カレッジNewmanCollege(創立1968年〉とウエストヒル@カレッジ〈創立1907年〉

Westhill Collegeで、おこなわれている。どちらも全寮制の慈善団体立学校で，前者がカソリック系

で，後者は非国教会派系の財団によって維持されているo 4年間の課程を終了すると，バーミンガ

ム大学の教育学士theBachelor of Education(BEd) degreeが授与され，いわゆる有資格教員とし

ての資格 e地位QualifiedTeacher Statusを有することとなる。

イギリスの教員養成システムはかなり複雑で，本稿おいて十分な説明をおこなう余硲もないが本

書においては，写真も含めて 4頁に渡ってこのコースの説明がなされている。しかし このコース

の志願者は，他の学部志願者とは違って，いわゆる， UCCA(the Universities Central Council 

Admissions)を通じて志願するのではなく，教員現職者の場合は在職校の校長から志願用紙を入手

しなければならないしその他の者は直接，ロンドンにある入試機関(TheCentral Register and 

Clearing House)から入手して， ここに願書を提出するシステムになっている。

また卒業に際しては，学位J受与権者であるノくーミンガム大学から学位を与えられることとなって

いる口著者が大学関係者として参列を認められた，去る1987年 7月8日の卒業式には，他の学生た

ちとともに，これらのカレッジの卒業生も出席していたが，おのずとそこには一定の区別ないし差

別が存在していたことも事実といえよう。 <J夕、下，資料①という。>

② FACULTY OF EDUCATION FACULTY HANDBOOK 1986-1987 

本ハンドブックには，教育学部が関係するすべての課程についての概略が説明されており，その

中には，筆者が参加することのできた教育学修士課程(theDegree of MEd)と教育学士コース(the

Degree of BPhi 1)も含まれている。私は，客員研究員(HonoraryResearch Fellow)の資格を与え

られ，学部の研究スタッフの一員として共同の研究室を提供してもらい， ここにアカデミック@ス

タップとして名前が掲載されていた。全体で98頁のものである。<以下，資料②という。>

③ POSTGRADUATE CERTIFICATE IN EDUCATION 1987 

先に述べたPGCEコースの説明書であり， ここでは11歳から18歳までの生徒を教育する中等学校教



員養成が主たる目的である。私は，残念ながら具体的な教育に触れる機会がなかった。学校訪問の

際に，教育実習中の学生の授業を参観できただけであった。この小冊子は，全体で31頁のものであ

る。く以下，資料③とし 1う。>

③ HIGHER DEGREES AND BPhil(Ed) COURSES IN THE FACULTY OF EDUCATION 1987 /88 

教育学部での教育は，教員および他の教育関係者の養成と研修に関わるものである。そのレベル

には，先のPGCEコースでの教育のほかに， DEGREE OF PhD， DEGREE OF MPh i I (Ed)という， 2段階の

RESEARCH DEGREESがあり，さらにTHEDEGREE OF舵dと同じく， THE DEGREE OF MEd (Educatiomal 

Psychllogy)の2種類の修士号とTHEDEGREE OF BPhil(Ed)の学位，そして現職教員などのための

ディプロマ引PLO部ACOURSES(この学部では， BPhi I課程の中から 4つの「特殊教育Jコースと iつ

の「教育と[~の開発」というコースのみが用意されている。入学資格は，有資格教員もしくは 2 年

以上の教職経験者，面接や書類審査の結果によっては， BPhi 1課悲の学生として入学することもで

きる。〉のように，実に多様な教育@研究的役割をになっている。本冊子は全体で46頁にわたるも

のである。<以下，資料④という。>

⑤THE ORGANISATION AND ADMINISTRATION OF EDUCATION (EAl) MEd 1986 /87 

この科目はMEd 諜程の中の教育社会@行政学科関係の科目群(コード番号 :EA1~EA3 ， EDl， SOI1~ 

S03)の iつである。毎週水曜日の午後 5時30分から 7時30分の 2時間おこなわれた。約50人の受講

生は，前半 1時間は全体で講義を受け，後半の 1時間 3グループに分けてゼミナールをおこなう，

というのが一般的な形態であった。この資料はA4版25頁のもので，各自ごとのテーマと参考文献

が紹介されているものである。実際は一部変更されたこともあったし資料もその時々に追加して

紹介や配付もなされたが，あらかじめきちんと予定が示されたのは，受講する立場からすると非常

に有益であったことは言うまでもない。<以下，資料⑤という。>

⑥ EDUCATIONAL POLICY AND PLANNING (EA2) MEd 1986/87 

この科邑もEAl同様， MEd課程の中の教育社会@行政学科関係の科白群の lつである。毎週水曜日

の午後 2時から 41l寺の 2時間おこなわれた。ここでは，約30人の受講生が 3グループに分かれてゼ

ミナールをおこなう形式や全体討議，あるいはその併用， というのが一般的な形態であった。 同一

テーマで、各ク、、ループが討議したうえで，全体でもう l度検討する，という教育方法が印象的であっ

た。この資料もA4判17頁のもので，やはり各回ごとのテーマと参考文献が紹介されている。しば

しば講師が招かれ，具体的で実践的な内容になるような工夫が施されていた。<以下，資料⑥>

⑦ SCHOOL ORGANISATION AND MANAGEMENT (A5) B. PHIL. (ED) 1986 /87 

この科目は， BPh i 1課程中で11あるセクションA科目(学生はここから l科目を選択する〉の 1

つである。毎週火曜日の午前 9s寺30分から12時30分と木曜日の l時45分から 4H寺30分の週 2回の授

業であった。 16人の受講生はすべて現職の教員であって，出身は小学校PrimarySchoolから継続教

育機関FurtherEducation Collegeまでと，非常に広範囲に及んでいたし日本の教育委員会にあ

たる地方教育当局LocalEducation Authority(LEA)の派遣教員で、あった。なお彼らは，セクション
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B科目(12科目ある)の中から 2科目を選択することになっている。

担当の講師は，退職した中等学校の校長が非常勤講師として採用されており， これも外部講師の

講義とそれに関する演習が多かった。私の観察したところ， こうした現場経験の豊富な退職校長な

どが， このレベルのコースや現職研修の集中コースで講師を勤めていることは，よく克られること

であった。このゼミ資料はA4版39頁のもので，やはり各回ごとのテーマと参考文献，特別講師名

などが記されていた。<以、下，資料⑦という。>

2.教育学修士課程 theDegree of閉Edと

教育学士課程 theDegree of BPh i I (Ed)の概況

それではまず，具体的なゼミの内容を紹介する前に，大学と参加したコースの概要を説明するこ

とにする。 1987年に大学学長委員会(theCommittee of Vice-Chancellors and Principals)から，

『大学入学案内JUNIVERSITY ENTRANCE 1988 -The official guideーが出版されました。これはそ

れまで25年間にわたって，主に教員や進路相談員careersadviserなどの，専門的な教員を対象と

して発行されていた， ~大学入学資格要項J Compendium of University Entrance Requirementsに

かえて， もっと入学希望者やその親たちにも分かるように， という意図のもとに編集されたもので

ある。唯一の私立であるノくッキンガムBuckingham大学と臼本の放送大学に相当する，公開Open大学

を含む， 48の大学の概要と各コース別の一覧表がその主な内容でA4版372頁に及ぶかなりの分量の

冊子である。では， この資料と先の資料①からバーミンガム大学の簡単な概要を紹介しよう。

大学は1900年に王室憲章によって認可されたが，その前身はウィリアム@サンズ@コックスとい

う人の行った， 1825年の解剖学の講義にまで逆のぼることができる。 1960年代の大学拡張期の大学

を称して，その建物の特徴から， しばしば『板ガラス大学Jglassplate universi りなどとあだな

されることがあるが，パーミンガム大学のように， 1900年前後のこの時期に設立された大学は，通

称『赤レンガ大学Jredbrick universityと総称される。大学への昇格にあたっては，当時有力な

政治家であり，市民でもあったジョセフ@チヱンバレンJosephChamberlainの力が大きかったとい

う。彼はまた，大学の初代総長に就任している。

現在の大学は，英国第 2の都市で，人口100万人余のバーミンガム市の中心から2.5マイル，約

4キロメートル離れているが，交通の便は非常に恵まれている。また， このバーミンガム市自身首

都ロンドンからでも，特急で 1時間40分である。キャンパスは 231エーカー， 283，000坪という，と

てつもない広さを持っている。 7つの学生寮のうち， 5つは大学の施設に隣接しており， 1年生は

全員寮生活を経験することになっている。

大学を構成する学部 UndergraduateCourses には，人文，商@社会科学，工，法，医@歯，理

の各学部があって，専攻は120コースにも及ぶ。 1986/87年度の統計によれば，フルタイムの学生

は 9，282人(内，学部学生 7，619人:女子学生 3，668人，男子学生 5，614人である。なお，数字は

なぜか，すべて女子学生数が先になっている。〉また，学部生の中に占める，いわゆる成入学生



Maturestudentsの学部生は11%，86年の新入生は 2，519人であった。ちなみに，大学は 3年制であ

る。研究・教育に従事するスタッフは 1，506人を数える。参考のために授業料(1987-1988年度)を

示すと国内及びEECの学生は556ポンド(1ポンド=240円とすると， 133，440円)，その他の外国人学

生の場合，非実験系の学科の学生は 3，785ポンド(908，400円)，実験系では 4，935ポンド(1， 184，400 

円)， [2f学@歯学系は9，055ポンド(2，173， 200円〉であるO 学年歴は今年の場合，秋学期が1988年10月

3日(月に始まり， 12月16日〈金〉に終了，春学期が1989年 1月 9日(月〉から 3月17日(金)，夏

学期が 4月24日(月〉から 6月30日(金〉までとなっている。

さて，教育学部の歴史は， 1883年に国会議員であったディクソンGeorgeDixonの行った，一連の

教育学講義に端を出発するが， この講義がその後， 1894年にメイソン・カレッジMasonCollegeの

中に「初等中等学校教員養成のための教育学科JDepartment of Education fOl升 thetraining of 

elementary and secondary school teachers of both sexesが設立される最初のステップとなった

のである。メイソン@カレッジはその後1898年にユニバーシティー@カレッジとなり，ちょうど

1900年に正式のバーミンガム大学theUniversity of Birminghamとなったのである。

教育学科はそのとき 6人のスタッフで出発し昼間の教員養成機関として人文学部の一部に編入

され，すでに1902年には「教育の論理と実践」が人文学部での主要なコースの lつになっていた。

さらに，すでに1947年には， この地域での教師教育を統合する目的のもとに，バーミンガム大学教

育研究所Instituteof Educationが設立された。ここは， 5中西部都市教育行政区WestMidlands 

Counties と 11の地方教育行政~County Boroughsをカノくーし 1950年までには12の教員養成機関

(のちに17校までその数は増大したが〉を統括することとなった。そして1965-66年にtheDepart-

ment and Institute of Educationを結合して，教育学部 theSchool of Educationに，さらに

1976年10月に現在のtheFaculty of Educationとなったのである。

教育学部には 5つの学科Departmentがあり，それらは教育心理学，カリキュラム研究，教育史・

哲学，教育社会@行政学，特殊教育の 5つである。それぞれに，教員やその他の教育職，教育研究

職などに従事しようとする，あるいは，従事している者の養成と研修に関する理論と実践の研究を

分担している。学部卒業者のための養成教育のコースは大学内で行われるが，大学はこの外に他の

提携校での同様のコースについての認定権も持っている。この提携校での学位認定委員会の活動を

通じて教育学部は，教育学士の認定について大学内の他の学部，すなわち人文学部，理学部，商・

社会科学部などとも関連を持っている。いうまでもなく， これらのコースは教員養成コースとして

教育科学省DESから認定を受けている。教育学部はこの外にも，ディプロや上級学位に関連した

様々な現職研修コースや教育研究の機会を提供しているし週 1回で全10回の「学校経営入門j と

いった短期のものや教員に対するその他のサービスの提供も決して少なくない。

資料②によれば，教育学部で取得できる学位は，教育学士Bachelorof Philosophy (Education) 

(Bph i'l (Ed))，教育学修士Masterof Education(MEd)，Master of Education(Educational Psycholo-

gy)(MEd(Ed Psych))と教育学博士Doctorof Philosophy(PhD)の4種類である。



MEd課程の場合，①コースワークと論文，②論文のみ，の 2つの方法があるが，本稿で紹介する

のは，①のコースワークに関連した科目である。入学志願者の条件には，大学卒またはテoィプロマ

か他の相当資格を有していること。専門的な教員養成の課程を終了し少なくとも 2年以上の教職

経験もしくはその他の適当な経験を有すること，の 2つの条件を満たしていなければならない。後

者の教職経験にi期しては，専門的な教員養成の課程を終了していなくとも， 2年以上の教職経験が

あって，教育科学省DESから認定された有資格教員であること，または外国人の場合はそれぞれの

留で相当の資格@地位を脊していれば，入学資格は認められる。また，養成課程を終了せず 2年以

上の教職経験がなくても，有資格教員であり，教育行政や教育 e職業指導，青少年活動などでのあ

る程度の経験があり，それが教育学部の委員会で認定されれば，やはり入学資格を満たしているも

のと認められる。

この課程でのコースワークには， 1年間のフルタイムの場合， 2年ないし 3年のパートタイム

の場合の 3つの方法がある。パートタイムの場合には，履修条件である 3コース(科目)を最初の

年に 1コース，次の年に 2コースを履修する場合と毎年 lコースずつの 3コースを履修する場合が

ある。また， このようなノミートタイムの学生が出席し易いように，夕方の時間需に開講されること

も少なくない。科目の選択方法には， 3つを向ーの分野から選ぶ場合， 2つ同一で他の iつは月Ijの

分野からという場合， 3っとも別々の場合，の 3通りがあるO 用意されているコースは全部で20分

野あるが，全ての分野に 3コース(科呂)ずつ用意されているわけではないので，選択した分野に

よっては，複数分野からの選択を余儀なくされる場合も少なくない。

それでは呉体的な分野名とそれに含まれるコース(科目〉数をカッコ内に示しておこう。比較教

育学ComparativeEducaiion (1)，教育とコンビュータ COfJlPutersin Educaiion(1)，カリキュラム研

究CurriculumSLudies(2J，教育経営学EducationalAdministration(3)，教育と留の開発 Education

and.National Development(l)，英語教育Englishon Education(2J，歴史教育Educationin History 

(])，教育心理学Educat i ona I Psycho logy(3)，地理教育Geographyin Educat ion(l)，教育史 History

of Educat ion(3l，数学教育MathematicsEducation (21，現代国語教育ModernLanguはes(21，音楽教

育MusicEducation (1)，教育哲学Philosophy of Education (3)，政治教育PoliticalEducation (])， 

理科教育ScienceEducation (2)，特殊教育SpecialEducation (3)，教育社会学Sociologyof Educ-

ation (3)，教師教育とその開発TeacherEducation and Developrnent (1)，教育理論研究 Theoryof 

Educa t i on (3)である。

このように，本稿で紹介する「教育経営学」の分野には 3科目が用意されているわけで:あるが，

それらはそれぞれEAl， EA2， EA3とコード化されて，実際には次のような科目名になっている。 i教

育組織と経営JOrganisation and AdministrationCEAl)， i教育政策と計画JEducational Policy 

and PlanningCEA2)， r教育と国の開発JEducation and National Developmentまたは「教育経営

特定Ij研究JFurther Studies in Educational AdministrationC引のである。

「教育組織と経営j では，主として英国の教育組織の構造や組織関連と組織過程について考察す
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る。また，教育組織と他のより広範囲な社会との関係について，教育責任accountabi11 i ty，専門職

自律性professiona1autonomyそして共同partnershipといった観点から探究される。さらに留家

レベル，地方レベルそして組織レベルでの教育管理が，社会科学的な視座と理論，技法によって考

察される。

r-教育政策と計画Jにおいては， EAlの「教育組織と経営j の科目の履修を前提としたうえで、

国，地方そして組織レベルでの政策立案が，経済学的および政治学的理論の視座から検討されるこ

ととなる。ここで検討される問題点には，政策立案に当たっての諸材ー料，計画子!II員，モデルについ

ての問題や予算編成，決算についての問題などが含まれる。そしてこのモデュールの最後の方で，

重要な政策問題について，ゼ、ニ形式の研究が行われる O

なお， EA3の f教育と国の開発Jについては実際を知る機会がなかったが，まったく向じ科白名

で， ED 1にコード化されていたものについては参加することができた。この科目は，開発途上国で

の教育経験のある者のみが参加を認められ，英連邦諸国を中心とした留学生と英国人の簡に活発な

論議がみられた。そこでは主として 3つの問題が取り扱われた。第一は，開発の基礎をなす様々な

価値と哲学についてと国際的ないし地球規模で、の豊かな教育的共働が可能な社会との連携の問題に

ついてであった。第二は，教育テステムのいろいろなレベルを検討して，急速な地域開発につなが

る自的や問題点を検討することであった。最後には，それぞれの社会における教師や教育関係者の

役割について討議しそれぞれの国での教育的及び経済的発展に貢献できる可能性について検討す

ることがあった。

さてそれでは次に，教育学士BPhil(Ed)の課程について概観しておこう。この学位は教職経験を

有している者に与えられる学位で，有資格教員に対し教育実践や関連する教育理論の一定の部分

で，より高いレベルで研究を可能とさせるものである。この学位の場合 1年間フルタイムで研究を

しその後 6ヵ月間ノfートタイムで研究をしなければならなL、。入学資格は次の 3点を満たしてい

ることである。①大学の一般入学資格を満たしていること。すなわち，一般教育証明書GCEのOレ

ベル及びAレベルの試験で一定数の科自に合格していることが必要であるO ②2年ないし 3年の教

員養成課程終了の後に得られる教育の学位または資格を有すること，あるいは，この教授資格と同

等の期間と研究水準を持つ非卒業資格を有すること，または， 2年以上の教員養成課程を基礎とす

る有資格教員の身分を有し教育学部の委員会で特に認められた相当の教育経験を有する場合、で

ある。③ 2年以上の教育経験があること，が要求される。

この教育学士の課程は，セクションAとセクション Bに分かれ， 11科呂あるAから iつ，同じく

11科目ある Bから 2つの研究領域を選択することになっている。教育経営関係では，セクションA

に i学校とカレッジの組織と経営JOrganisation and Management in Schoo1s and Co11egesが

あり，セクション Bには「教育政策と経営JEducationa1 Policy and Planningがあり，この他に

は「教育社会学J， i英国教育の最近の動向J， r教育課程の理論，計画，実践J， r教師教育J， 

f比較教育研究入門Jなどが用意されている。
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本稿では，セクションAの「学校とカレッジの組織と経営J (コード番号A5)について紹介する

が， この科目においては最近の発展に焦点を当てて，初等@中等学校の組織と経営について研究す

る。またここでは，優れた教育実践家の経験に照らして，教育目的や実践が社会科学の諸概念，た

とえば経済学，政治学，社会学などの諸概念を基にして，批判的に検証されることになっている。

それゆえ，研究の力点は理論と実践の相互依存におかれている。また，学校教育の文化的及び環境

的状況，たとえば家庭 6 学校@地域社会関係，性や不平等についての比較研究，初等学校における

組織形態やそこでの「統合的J作業およびその他のグループ研究などが考察される。

中等学校教育の分野では，中等学校における組織構造の多様性，たとえば，都市部や大規模校の

経営問題，生徒指導(pastora I care)，カウンセリング，職業指導，試験やその{也の形式による生徒

の成績評価，新しい職業訓練計画， 16-19歳の青少年のための犠々な準備，などがまず検討されなけ

ればならない。また，学校経営における技術的及び専門職的な問題，たとえば，カリキュラム分析

と計画，時間表づくり，教職員の選任，初等教育と中等教育の移行の問題，諸資源の配置，校長，

幹部職員，学校担任教師の役割についての相互関係，諮問@委任惨意見交換の問題，学校評価なと

も重要な問題である。

さらには，組織と経営についての外部的な問題，たとえば，学校理事会 e地方教育当局LEA..中

央政府の役割，学校やカレッジと中央及び地方の視学，援助機関，産業界なととの関係，あるいは

職員研修，教育的 1)ーダーシップと人事異動の管理，校長や教頭の要望に対応した経営研修とi調発，

なとが考えられる。さらにこのコースでは，理論と実践の関係を検証するために，簡単なフィール

ドワークの機会が与えられるのである。

以上が出Ed及びBPhi1の課程についての概況であり，本稿で主として題材にする 3つのコース

(科目〉の概要である。それでは次に，より詳細なテーマなどを検討することによって，現在の教

育経営研究の動向を考察して行くことにする。

3.教育経営研究の動向(1)- 1:教善治盛哉と経営」

それではまず，資料⑤を利用して， E.A1のゼミにおける教育経営研究の理論研究や具体的な研究

課題について解題してみよう。このゼミとE.A2の基本テキストになったのが/<ーミンガム大学教育

社会@行政学科のスタッフであるヒューズ， リビンズ， トーマスの各氏による共編著『教育経営3

(Edited by Meredydd Hughes， Peter Ribbins and Hywe! T、hornas:MAトN.A凶.AGINGEDUC.AT口ION一-TH出i出ESYSTEM 

.AND T、H出EI川NS幻T、γiド'1叩!

科長であり，前の教育学部長を歴任した人である。また， 1986年には英連邦教育行政研究協議会

(The Cornmonwealth Council for Educational .Administration)の会長に選任されている。国立教

育研究所の市J11 BR午氏が教育行政学会の年報13号『教員の資質向上と教育行政の課題』で紹介して

いるように， 1974年に英国で開催された「国際教育行政学会J(正確には i教育行政国際相互訪問

プログラムJ)(lnternational lntervisitation Proglιrnme in the Educational Adrninistration 
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: 1 1 P)の第 31豆大会のホスト役を勤め，その成果をまとめた， M. G. HUGHES(ed. )Administering 

Education: International Challenge， 1975， The Athlone Press of the University of London 

の編者であり，現在は英国教育経営学会(TheBritish Educational Management and Adminislra-

lion Society:BEMAS)の名誉副会長としても知られている人でもある。すでに本誌]2号でも一部紹

介したが，ケンブリッジ大学， 口ンドン大学を卒業し中等学校経営の研究で学{立を取得した人で

ある。自らの仁ド等学校長としての経験と法廷弁護士J3alγisterの資格を有する者としての知識など

を活かして，専門職論の立場から教育行政 e 経営の研究を進めてきた人といえよう。 日本ではよく

知られたロンドン大学のバロン教授CG.13aron)なとの次の世代の代表的研究者の一人といえる。

ピータ-・ 1)ビンズ氏は，マーランド、氏側arland，期.)などと共に， この国のパストラル@ケア

Pasloral Care(日本的な分野からすれば，いわゆる生活指導に相当する〉の研究者として知られた

人であり， 86年にこの方面の業績で学位を取得したばかりであった。また，ハーウェル・トーマス

氏は主として教育経済学の分野での若手の研究者であり，いま英国で注目されている教育財政改革，

特に学校予算の校長と学校理事会への権限委任を先導的に実践中のソリハル市で， この方面の顧問

として実際の教育財政改革に関与していた人である。

さて， このEA1コースでは，まず秋学期のテーマとして「教育経営研究における理論的視座」と

いう共通課題のもとに「組織理論と教育組織の研究J， r役割理論J， rリーダーシップ論と教育

機関における中間管理職の役割Jが講義され，ゼミ形式で討論された。

特に最初の「組織理論と教育組織の研究Jでは， 日本での経営研-究と同様に，テーラーリズムの

解説から始まって， POSDCORB説や官僚告1]論，人間関係論などの考察の後に，現代的な経営・管理理

論の一部として，合意理論や葛藤理論， システム論，状況適応理論，ノレース・カップリングloose

coup 1 i ng，才一ガナイズド@アナーキーorganisedanarchyなども取り上げられ，理論と実践の関

係や応用科学としての教育経営研究の深化といった方向が目指されていた。そしてこれらの中にト

ーマス・クーン，アンドリュー・ハルピン，ロナルド@キャンベル，ダン・グリフィスなどといっ

た人の名前が登場するのである。

経営理論の研究分野では，残念ながら日本も英国も国際的な貢献においては米国に一歩も二歩も

譲らざるを得ないのが現状である。英国におけるこの領域の最近の著書では， TonyBush :THEOれES

OF EDUCATIONAL MANAGEMENT， Harper and Row， 1986とEricHoyle:THE POLITICS OF SCHOOL MANA 

-GEMENT， Hodder and Stoughton， 1986が代表的なものといえよう。

組織論に関連した論文で、は， BrianDavies: Schoold as Organizations and the Organization 

of School ing， in Educational Analysis， 1981， Vo1. 3， NO.1やW.F. Dennison: Flexible Struct-

ures and Secondary Schools， in Educational Management and Administration， 1985， VoL 13 

L.A.Bell: The School as an Organisation， in British Jou.rnal of Socioligy of Education， 

1980， Vo l. 1， NO.2などに特に興味をもった。

また， Best. R.， Ribbins. P.， Jarvis~ C. wi th Oddy. D.: Education and Care， Heinamann， 
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1983やRobertG. Burgess: Experiencing Comprehensive Education， Methuen， 1983，あるいは

Greenfield， T. :'Theories of Educational Organisation: A Critical Perspective' Internatio 

na 1 Encyc I open i a of Educa t i on， Pergamon Press， 1985なども参考になる論文や著書といえよう。

さらに研究方法論の領域では，教育行政学会誌(TheJournal of the British Educational Admini 

stration Society)Educ計 ionalAdrninistration Vol. 8， No.l， 1980. の特集号でHughes. M. and R 

ibbins， P. :Research in Educational Administrationゃれbbins，P. and Thomas， H. (eds): Re 

search in Educational Management and Administration， BE括ASOccasional Publ icationなどに

収録されている論文が紹介されている。

リーダーシップや専門職論の領域では， Everard，It B. and Motγis， G. :Effective School Manag 

emen し Harper and Row， 1985. Gray， H. L (ed): The Managemen t of Educa t i ona 1 1 ns t i t u t i ons， 

Falmer Press， 1982. Harl ing， P. (ed)New Directions on Edllcational Leadersl1ip， Falrner Press， 

1984. などの有益な著書があり， Hllghes教授の 3つの論文も非常に参考になるものである。それは

次の 3本である。①'Theprofessional-as-administrator: the case of the secondary school h 

ead' in Peters， R. S. (ed): The Role of lhe Head， RI{P. ②'Reconciling professional and ad 

ministrative concerns' in BllSh， T.， Glatter， R.， Goodey， J.， and Riches， C. (eds):Approac 

hes to Schoo 1 Managernen t， Harper and Row， 1980. ③'Leadership in Professionally Staff 0 

rganisations' in Hugl1es et as(eds):Manging Education， 1985.である。

幹部職員論や中間管理職論では， BriaulL E. :'The Role of the PrincipaJ'， Educational Adrni 

nistration， Vo1.4， No.2. 1976. Bush， T. :'The Role of Vice Principal on F & HE'， Journal 

of Further and Higher Education， Vol. 7No. 3. 1983. Coulson， A. and Co.， M.:' Primary Schoo 

1 Deputy Headship'， Educational Studies， Vol. 3. NO.2. 1977. Howson. J. and Woolnough， B 

'Head 01' Departrnent -Director or Democrat?' Educational Managernent and Administratio 

n Vo1.10， No.1. 1982. Hughes， M.:' Pro1'essional development provision for senior staff i 

n schools and colleges， Edllcational Management and Adrninistration， Vol. 10， No.1. 1982. J 

en!{Ins， H.:' Job Perseptions or Senior Managers in Schools and Manllfacturing Industry'， E 

dllcalional Managernent and Adminisll司ation. Vol. 13， No.1. 1985. など¥実に多くの論文が発表

されている。もちろん，単行本も少なくないが， ここでは割愛する。

しかしし寸二れにせよ，教育経営研究がその独自な研究方法と概念を獲得して， 1也の社会科学と同

等の科学的な水準を開発し得たとは言えず， f也の社会科学の成果を援用しなければならない時代を

完全に脱却したとは言い難いのが現状である。したがって，今後の問題はむしろそれらの諸成果を

どの様に応用しうるか， ということになって来そうであるO

春学期には i教育組織とその評価及び革新j というテーマのもとに i評価から職員の啓発

へJ， i革新の経営J， i教育責任，参加と教育組織の経営J， i学校理事会Jとしづ課題が考察

された。 i評錨から職員の啓発へJでは i評価について考察するJ， i視察と助言，勤務判定J. 
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「教員のストレスJ， i評価と職員の啓発Jという 4回にわたるセッションが用意され，そこでは

教育組織における最近の評価や革新の問題が理論の実践への応用という点を重視して検討された。

ここで参考にされた論文には，例えば次のようなものがあげられる。 Bolam，I~. (ed): 'Institul 

ional Self-j{eview fo1' Development'， Educationa Administration and Management.， Vol. 10， No. 

3.1982. Grace， G. :Judging Teachers: the social & political context of teacher evaJuatio 

n'， B1'itish Journal of Sociology of Education， Vo1.6 No. 1. 1985. Hoyle， E. :'Evalualion of 

the Effectiveness of Educational Institutions'， Educational Administration， Vol. 8， No.2. 

1980. Reynolds， D. (ed): Studying School Effectiveness， Falmer Press， 1985. Shipman， M.: 

In School Evaluation， Heinemann. 1979. DES:The Work of HMI in England and Wales， 1983. 

Riches， C.: 'HMI Reports go publ ic'， Educational Management and Administration， Vo1.12， 

No.2. Winkley， D.:' LEA Inspectors and Advisers: A developmental analysis'， Oxford I~eview 

of Education， Vol. 8， No.2. 1982. Fench， B.:' Stress in Education Managernent-Underlying F 

acto1's?'， Educational Managernent and Administration.， Vol. 13， No.2. 1985. Matthewman， M 

.: 'The Initial Perceptions & Reactions of Staff on the Accouncement of a Policy of Insti 

-tutional Self Evaluation'. Educational Management and Administration Vol. 12， No.3. 1984. 

Rushby， T. and Richards， C. :' Staff Developrnent in Primary Schools'， Educational Administra 

tion and Management， Vo1.10， No.3. 1982. などである。

「改革の経営j では， ピーター@リビンズがおこなったある中等学校でのケース・ス夕、、デ、ィを例

にした考察と参加者の具体的な経験を基にしたゼミが行われ，教育組織の革新というテーマが実践

的 に取り上げられた。主な参考文献には， Dalin，P. :Limits to Educational Change， Macmillan. 

1978. Horton，T and Raggatt. P.: Challlenge and Change in the Curriculum， OUP. 1983. G 

ilbert. T. :Innovativeness in a Comp1'ehensive School: The Head as Janus'， Educational Adm 

in istration， Vo1.9，No.3. 1981. Punch， K. andMcatee， W.:'Accounting forTeachers' Attit 

udes Towards Change'， The Journal of Educational Administration， Vol. 17， No. 2. 1979. など

がある。

「教育責任，参加と教育組織の経営Jの領域では， Broadfoot.P. :Accountabi 1 i ty in Edn land an 

d France: The Centralist Alte1'native ?， Edcational Policy Bullltin， Vo1.10， No. 1. 1982 Bo 

gdanor， V.:' Power and Participation'， Oxford Review of Education， Vol. 5， No.2. 1979. Law 

ley， P. :'Participation: Accountabilities Neg!ected Dimension?'， Educational Management 

and Administration， Vo1.11. No. l. 1983.などをあげておく。

「学校理事会Jは視学宮の報告書を使ったワークショップ形式のゼミが行われ，参加者の中には

教員代表の理事を経験したことのある者や殺代表理事をしたことのある者もいて，非常に具体的，

実践的な内容を持つものになった。最近の代表的な著書に， Kogan，M.， J ohnson， D.， Packwood， T. 

， Whitaker， T. :School Governing Bodies，百einemann. 1984. やACE(AdvisoryCentre for Educ 
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ation)から出される各種の資料がある。なお， 1976年j夕、降の学校理事会改革については， 1988年の

教育経営学会紀要に拙稿を発表しているので，そちらを参照していただければ幸いである。

最後に，夏学期では「英国の教育システムにおける統制と経営の諸側面J及び「教育，経営，法J

と題して，戦後最大の教育改革期を迎えているこの留のさまざまな経営・行政問題が考察の対象に

取り上け-られた。例えば r教育は地方レベルの管理の問題かj とか「教育の統制はもっと中央集

権化されるべきかJ， r教育・職業訓練省は必要か」といった問題や経営的な法的責任問題との関

係が深くなってきた最近の教育問題についての検討が中心に設定された。 Aldrich，R. and Leight 

on， P. :Education:'l、imefor a new act ?， sedford Way Papers No.23 1985. Fenwick， K.:' Chang 

ing l<oles in the Government of Education'， sri tish Journal of Educational Studies， Vol. 3 

3， No.2. 1985. Ranson， S. :'Contradictions on the Government of Educational Change'， Poli 

tical Studies， Vol. 33. 1985. Jennings， R. C.;' The Deputy of Education: The Phoenix of LEA 

Administration， Educational Management and Administration， Vol.11， NO.2. 1983. Ranson， S. 

and Tomlinson， J.: Changing Governlllent of Education， Allen and Unwin.1986. Adams， N. :Law 

and Teachers Today， Huch i nson. 1983. N i ce， D. G. (ed): Educa t i on and Law， Longman. 1986. 

なとをここでは参考に紹介しておくことにする。

このコースでは， こうしたゼミに出席するほかに合計 3自のエッセイ，すなわち3，000語の程度

のレポートを提出することになっているし各人の提出したセミナー・ペイパーをめぐっての批判

や検討が行われた。筆者も!学校経営の民主化Jをテーマにしたレポートのレスポンデントをし

「日本の教育Jと題するレポートを提出して，様々な質問を出席者から受けた。

さて，以上がEA1のコースの概要であるが，残ったEA2，A5については，次号で紹介し合わせて，

関連学会などの動向にも触れることとしたい。
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